
　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

































































































































包括外部監査の結果に基づき、又は
監査結果を参考として講じた措置に
ついて

30 10 12 金曜日 （号外第41号）令和６年３月29日 金曜日 第5204号別冊



－平成29年度包括外部監査報告に係る分－

指摘区分 監査結果又は監査意見の内容 監査結果又は監査意見に係る措置 担当部課

監査意見 【沖縄県中小企業設備近代化資金貸付 債務者からの時効援用申立により債権 商工労働

金】 が消滅したため、不納欠損処理した。 部中小企

自然人が借り入れ、その後法人成し 〔措置済（相違分）〕 業支援課

た事案については、通常の自然人に対

する債権と同様、連帯保証人等への請

求を行うべきである。

－令和元年度包括外部監査報告に係る分－

指摘区分 監査結果又は監査意見の内容 監査結果又は監査意見に係る措置 担当部課

監査意見 【交通体系整備推進事業】 交通体系整備推進事業は、県内の慢性 企画部交

県の実施する交通施策に対する県民 的な交通渋滞・公共交通の衰退・環境負 通政策課

の関心は高いと推察される一方で、本 荷の増大等、様々な交通問題を解決して

事業は、様々な施策を同時並行で検討 いくため、過度な自家用車利用から公共

しているため、各施策の進捗や、課題 交通利用への転換に向けた、啓発活動や

とその解消状況が客観的に把握できる モビリティマネジメント等のＴＤＭ（交

仕組みが十分とは言い難い。県は、重 通需要マネジメント）施策を推進する事

要施策に係る調査事業においては、そ 業となっている。

の進捗や課題の解消が図られているの 監査意見を受け、これまでに実施した

かどうか客観的に把握可能な仕組みを 各種の施策について、分かりやすく整理

構築すべきである。 し、その成果についてホームページへの

掲載を行った。〔措置済〕

監査意見 【施策及び事業の評価体制の構築】 令和５年３月に策定した沖縄観光推進 文化観光

観光立県を掲げ、観光をリーディン ロードマップにおいては、「第６次沖縄 スポーツ

グ産業として位置付けている状況にお 県観光振興基本計画」で提示している施 部観光政

いて、県の施策及び事業の効果を持続 策の成果指標（ＫＰＩ）に目標値を設定 策課

的に測定・評価し、さらなる改善のた した。

めにフィードバックする体制を構築す 各施策の成果指標のモニタリングにつ

ることは非常に重要である。県は、 いては、行政機関や民間事業者で構成す

「平成31年度予算編成方針」(H30.10 る「沖縄観光推進戦略会議」（仮称）に

策定)から、成果目標（指標）に原 おいて毎年度評価を行い取組状況を検証

則、定量的なアウトカム指標（後年度 することとしている。

に効果が発現する事業については後年 令和５年度は、令和４年度を対象とし

度のアウトカム指標）を設定すること たＰＤＣＡとして、令和５年11月に開催

としており、その実効性を高める取組 した沖縄観光推進戦略会議において、各

が求められる。 施策の取組状況や成果指標を用いた施策

効果の検証について協議を行った。〔措

置済〕

監査意見 【官民協働の実効性を高める取組につ 「第６次沖縄県観光振興基本計画」の 文化観光

いて】 策定のために令和２年度に実施したアド スポーツ

「沖縄観光戦略実行会議」の構成委 バイザリー会議及び令和３年度の沖縄県 部観光政

員に、民間の観光関連事業者等を加え 観光審議会では、観光関連事業者や大学 策課



るべきである。具体的には、ホテル、 等学術研究機関、市町村観光協会等の

交通機関、旅行代理店、航空会社、大 代表者を構成員としており、「第５次沖

学等学術研究機関、県内市町村の観光 縄県観光振興基本計画」の総括や「第６

協会等の構成員で、第５次基本計画の 次沖縄県観光振興基本計画」の施策に関

達成目標に関与する民間事業者等が望 する議論を深め、民間事業者にも協力を

ましい。このような委員構成の中で、 促したところである。

官民双方が、統計データに基づく事業 「第６次沖縄県観光振興基本計画」に

成果の達成状況を情報として共有し、 基づくロードマップの策定にあたって

民間事業者の肌感覚と併せて達成状況 は、行政機関や空港運営者、港湾管理者

を分析し、課題を共有すること、そし 等で構成する「沖縄観光推進戦略会議」

て、今後の役割を分担することによ 及び、宿泊業や旅行業等の観光事業者や

り、民間事業者にも「自分ごと」とし 関係団体で構成する作業部会を設置し、

て観光施策に取り組むことの協力を促 策定に向け議論を重ねた。

す必要がある。 また、観光事業者との意見交換を開催

し、県の観光施策の具体的な取組や目標

の説明、観光産業の課題の共有等を図っ

ている。〔措置済〕

監査意見 【観光誘致対策事業】 本事業の成果指標を、新・沖縄２１世 文化観光

成果指標を用いて費用対効果分析を 紀ビジョン実施計画における各種誘客プ スポーツ

行うことを前提とすると、成果指標に ロモーションの成果指標と同様に、「国 部観光振

ついても金額を単位として設定すべき 内客及び外国空路客の一人当たり観光消 興課

であり、「観光客一人当たり消費額× 費額」とする。〔措置済（相違分）〕

観光客数」で算定される「観光収入額

総額」を試算し、それを成果指標とし

て設定することを検討すべきである。

監査意見 【観光誘致対策事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部観光振

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 興課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を

ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ

適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。

に従い、一般管理費の積算についても 〔措置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【フィルムツーリズム推進事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部観光振

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 興課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を

ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ



適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。〔措

に従い、一般管理費の積算についても 置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【国内需要安定化事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部観光振

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 興課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を

ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ

適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。

に従い、一般管理費の積算についても 〔措置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【沖縄観光国際化ビックバン事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部観光振

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 興課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を

ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ

適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。

に従い、一般管理費の積算についても 〔措置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【離島観光活性化促進事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部観光振

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 興課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を



ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ

適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。〔措

に従い、一般管理費の積算についても 置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部ＭＩＣ

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 Ｅ推進課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を

ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ

適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。〔措

に従い、一般管理費の積算についても 置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【外国人観光客受入体制強化事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部観光振

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 興課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を

ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ

適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。〔措

に従い、一般管理費の積算についても 置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【大型ＭＩＣＥ受入環境整備事業】 大型ＭＩＣＥ施設の管理運営方式につ 文化観光

ＭＩＣＥ市場は国際的な競争となる いては、令和４年８月に策定した沖縄県 スポーツ

ため、運営管理者のモチベーションを マリンタウンＭＩＣＥエリア形成事業基 部ＭＩＣ

高く維持することが必要となる。ま 本計画において、コンセッション方式を Ｅ推進課



た、持続可能性の観点からは、維持・ 採用することとした。〔措置済〕

管理コストを県が負担することなく、

自走化することを前提とすべきであ

る。そのため、設置・運営方式の決定

に際しては、従来の手法に捕らわれる

ことなく様々な手法の選択肢の中から

最適な方法を検討すべきである。

監査意見 【大型ＭＩＣＥ受入環境整備事業】 大型ＭＩＣＥ施設の規模・仕様につい 文化観光

沖縄２１世紀ビジョン基本計画の規 ては、令和４年８月に策定した沖縄県マ スポーツ

模・仕様が、とりまく環境変化に適応 リンタウンＭＩＣＥエリア形成事業基本 部ＭＩＣ

していないリスクがある。将来を見据 計画において、コロナの影響による催事 Ｅ推進課

えた具体的な成果指標ならびに財源・ 形態の変化を踏まえ、十分なＭＩＣＥ需

運営方法の検討と並行して、適切な規 要を取り込み安定的で持続可能な運営を

模・仕様なのかあらためて検討すべき 確保できること、民間事業者の参画可能

である。 性を高める必要があることを勘案し、展

示場の面積を10,000平方メートルとし

た。〔措置済〕

監査意見 【旭橋再開発地区観光支援施設設置事 「利用した観光客の満足度」に関する 文化観光

業】 調査については、令和元年度から観光案 スポーツ

目的に対する直接的な効果を測るに 内所運営事業にて実施しており、令和４ 部観光振

は、①「利用者数」と②「利用した観 年度は第６次沖縄県観光振興基本計画に 興課

光客の評価（他者への紹介意向）」に おいて「観光案内所を訪れた人の満足

加え、県も認識されている「広報事業 度」を成果目標として設定している。

による認知度向上が来沖及び、来所動 また、「他者への紹介意向」や「ＳＮ

機に繋がったか」という視点も含め Ｓ発信による認知度」、「来所動機」に

た、「利用した観光客の満足度」を成 ついて令和４年度から事業内で実施する

果指標として設定すべきである。 アンケート調査項目に追加し、同視点を

含めた満足度となるよう設定した。〔措

置済〕

監査意見 【スポーツコンベンション振興対策費 Ｊリーグ規格スタジアムの整備につい 文化観光

（ Jリーグ規格スタジアム整備事 ては、これまでの調査結果を踏まえ、事 スポーツ

業）】 業の方向性を整理しており、県財政負担 部スポー

活動指標として「整備に向けた調査 軽減の観点から、更に整備財源や施設規 ツ振興課

等の実施」を設定しているのみで、成 模、事業手法について整理を進めてい

果指標が設定されていない。 る。

令和元年の成果指標を直すことはでき

ないため、令和４年度ＰＤＣＡ「主な取

組」検証票において、活動指標を「着手

に向けた条件整理」とし、成果指標とし

て「調査実施」を設定した。〔措置済

（相違分）〕

監査意見 【観光産業実態調査事業】 令和４年３月の総務部長通知「特命随 文化観光

ＯＣＶＢは、県の委託事業を特命随 意契約における一般管理費の取扱いにつ スポーツ

意契約で継続して受託していることか いて」により、特命随意契約を適用する 部観光政

ら、その委託料は競争を経て設定され 委託業務について、「一般管理費率は、 策課

たものではない。それにもかかわら 直近の決算書等から算出した率と10％を



ず、県は、一般管理費の積算に際して 比較していずれか低い率とする。ただ

適用する一般管理費率について、ガイ し、特殊要因があると認められる場合

ドラインに従った点検を実施せずにＯ は、受託者と協議のうえ、一般管理費率

ＣＶＢが委託料の見積りで提示した10 を決定することができる。」とされた。

％を適用しているため、一般管理費が 同通知を受け、令和５年３月にＯＣＶ

適切な金額で積算されていないおそれ Ｂにおいて「新規事業受入基準及び受託

がある。 事業にかかる一般管理費算定基準」を制

特命随意契約による業務委託の際 定し、令和５年度の委託業務から同基準

は、「沖縄県随意契約ガイドライン」 を基に一般管理費を積算している。〔措

に従い、一般管理費の積算についても 置済〕

注意深く点検すべきである。

監査意見 【観光統計実態調査事業】 国内客のアンケート調査については、 文化観光

調査票の回収数（括弧内は回収率） 令和２年度から調査方法を調査員による スポーツ

は、(2)事業の内容に既述のとおり、 対面での調査（各空港の搭乗待合室にて 部観光政

平成29年度と平成30年度の比較で減少 アンケート調査票を配布）からＱＲコー 策課

しており、母集団数の確保の点で改善 ドを活用したＷＥＢ調査に見直したこと

の余地がある。 で、通年で調査が実施できるようにな

なお、県は、平成30年度の減少要因 り、アンケートの回収数が増加した。

は、詳細満足度調査を実施し、アン 〔措置済〕

ケート分量が平成29年度に比べほぼ倍

増したためとしている。

本事業は、アンケートの母集団数を

増加させ、データに厚みを持たせるこ

とにより有効性が高められるため、回

答数を増加させるべく回答率を上げる

ような調査手法を構築すべきである。

監査意見 【沖縄観光受入対策事業】 本事業の目的は、安全安心な観光地づ 文化観光

本事業内容に共通して、活動目標は くりの推進及び観光客受入の意識高揚を スポーツ

設定されているが、成果指標は設定さ 推進することにより、観光客受入体制の 部観光振

れておらず、事業の成果を客観的に測 強化を図ることである。 興課

ることができない。本事業の目的であ そのため、沖縄観光安心安全ガイド利

る「観光客の受入体制強化」に、それ 用者の満足度調査や県民及び各関係機関

ぞれの事業が、どの程度役に立ったか の観光客受入の意識調査の結果等を成果

測るための成果指標が必要である。 指標として設定した。

なお、具体的な数値目標（80％以上

等）の設定については、達成・未達成に

関わらず事業の改善を継続的に図る必要

があることや、未達成の場合においても

事業費の制限や外的要因が大幅に変化し

ない限りは安心安全ガイドの改訂ができ

ない等、数値目標の設定の必要性が低い

ため、特段設定していない。〔措置済

（相違分）〕

監査意見 【沖縄文化芸術を支える環境形成推進 本事業については、事業期間が令和３ 文化観光

事業】 年度までとなっており、令和４年度から スポーツ

本補助事業の有効性を評価・検証す は、後継事業として新たに「沖縄文化芸 部文化振

る上では、補助の継続期間ごとに活動 術の創造発信支援事業」を開始した。同 興課



実績を評価すべきである。具体的に 事業では、支援する取組を①文化芸術団

は、平成30年度の３つの成果指標につ 体等の組織力向上・基盤強化に資する取

いては、今後の事業期間にわたり使用 組、②文化芸術を次代に引き継ぐ新たな

されるが、補助対象団体の取組状況を 創造発信を伴う取組、③文化芸術を通じ

より明確に開示するという観点から、 て地域の諸課題解決や活性化の促進等に

それぞれの指標の母集団となる団体 寄与する取組に整理するとともに、同一

は、当年度新規採択（１年目）と継続 団体が補助を受けることができる回数を

採択（２、３年目）で分けて割合を算 ３回までとしたところである。

定すべきである。 後継事業を開始した令和４年度におい

てはすべての採択事業が１年目となって

おり、新規委託、継続採択の成果指標の

算定方法についてあらためて整理する必

要がある。補助の継続期間ごとに活動実

績を評価できるよう検討する。〔措置

済〕

監査意見 【沖縄らしい風景づくり促進事業】 １．新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画 土木建築

事業の目的を実現させるための取組 及び実施計画において、各種指標を見直 部都市計

である「風景づくりに係る地域人材育 し、定量的な指標に変更した。 画・モノ

成」と「沖縄県景観評価システムの本 【主要指標：1-(5)】 レール課

格運用」に関するアウトカムとしての ・景観計画の策定・改定数

成果指標と目標が設定されていないた 【成果指標：1-(5)-イ-①】

め、事業の有効性を評価することがで ・景観アセスメント（景観評価）システ

きない。 ムの実施・改善：景観アセスメント数10

県は、1．事業目的に見合う効果を 事業／年

測定可能なアウトカムとしての成果指

標と目標を設定し、2．そのうえで、 【活動指標（アウトプット）】

普遍的観光資源を保全・創生する本件 ・景観形成人材育成：講習会等参加者数

取組の持続可能性を高める仕組みを構 300人／年

築すべきである。 ・景観アセスメント（景観評価）システ

ムの実施・改善：沖縄県景観評価委員会

の開催２回／年

２．沖縄固有の風景・景観を保全・創出

していく持続可能な仕組みの構築に向け

て、令和４年度に沖縄県景観向上行動計

画を改定し、官民一体の風景づくりの推

進に向けた協議会を設置する予定であ

る。〔措置済〕

－令和２年度包括外部監査報告に係る分－

指摘区分 監査結果又は監査意見の内容 監査結果又は監査意見に係る措置 担当部課

監査意見 【前回監査結果（平成15年度）に対す 発生から２年以上の未収金を病院事業 病院事業

る措置状況は適切か】 局での一括管理とした場合、各病院現場 局病院事

長期滞納先に関して、回収率が極端 の未収金回収に対する意識低下に繋が 業経営課

に低下する１年半～２年を経過した滞 り、その結果、未収金が増大していくこ

留先については、病院管理局で一括管 とが懸念される。また、病院現場では患

理・回収（法的措置を含む）を、外部 者の受診時に接触が図りやすいことか



委託を含めて行った方が能率的であ ら、支払い相談への介入、住所・連絡先

る。 などの最新情報を取得しやすい等の利点

がある。

今後も引き続き、定期的に未収金担当

者会議等を開催するなど、各病院間の連

携を図りながら組織的に取り組んでい

く。

なお、平成28年度より弁護士事務所へ

の回収委託を実施している。〔措置済

（相違分）〕

監査指摘 【医業未収金の回収について】 外国人観光客の医療費未収金対策につ 文化観光

観光客や海外居住者など一時滞在者 いては、県（保健医療部、文化観光ス スポーツ

に対する未収金管理は、病院単独での ポーツ部、総務部）、沖縄観光コンベン 部観光振

解決は困難である。観光立県を目指す ションビューロー、沖縄県医師会を構成 興課

観点からは、観光客向け医療サービス 員として沖縄県外国人観光客医療費問題

の提供体制に加えて、未収金の管理・ 対策協議会が設立されており、医療機関

回収方法についても、医療機関だけで 向けに未収金が発生した場合の医療費補

はなく、県として取り組むべきコロナ 助を実施している。

後を見据えた重要な課題と認識して、 また、インバウンド医療受入体制整備

検討・構築されたい。 事業では医療機関向けにセミナーを開催

し、医療機関で実際にあった未収事例や

回収事例等情報共有を行っている。〔措

置済〕

監査指摘 【棚卸マニュアルについて】 令和３年度に棚卸マニュアルを作成し 病院事業

人事異動等で棚卸実施担当者が交代 た。今後は同マニュアルに基づき、適正 局北部病

となった場合に、棚卸作業が適切かつ な事務処理に努める。〔措置済〕 院

円滑に実施されないリスクが生じる可

能性がある。 令和４年度に包括外部監査人の改善提 病院事業

案を基に、新たに診療材料の棚卸手順書 局南部医

を作成した。〔措置済〕 療 セ ン

ター・こ

ども医療

センター

包括外部監査人の改善提案を基に、新 病院事業

たに診療材料の棚卸手順書を作成した。 局宮古病

〔措置済〕 院

担当者変更による引き継ぎ直後も棚卸 病院事業

業務が円滑にできるよう、マニュアルの 局精和病

改訂を実施した。〔措置済〕 院

監査指摘 【貯蔵品残高の妥当性について】 【診療材料】 病院事業

実地棚卸結果に基づく実際有高を正 令和４年度より実地棚卸結果に基づく 局南部医

として、会計上の年度末たな卸資産残 実際有高を正とし、会計上の年度末棚卸 療 セ ン

高を修正するという、あるべき決算整 残高を修正する決算整理を行っている。 ター・こ

理処理が実施されておらず、決算書の 『実地棚卸結果に基づく実際有高 ＝ 1 ども医療



貯蔵品残高の妥当性に疑義が生じてい 32,318,712』 センター

る状況である。 【令和４年度決算処理】

(借方)診療材料費 27,715,231／(貸方)

診療材料 27,715,231

【薬品】

令和４年度より実地棚卸結果に基づく

実際有高を正とし、会計上の年度末棚卸

残高を修正する決算整理を行った。

『実地棚卸結果に基づく実際有高 :158,

276,257』

【令和４年度決算処理】

(借方)薬品 5,182,965／(貸方)薬品費

5,182,965 〔措置済〕

実地棚卸結果に基づく実際有高を正と 病院事業

して、会計上の年度末棚卸資産残高を修 局八重山

正する決算整理処理を、令和２年度決算 病院

から毎期継続的に実施している。

【令和２年度決算処理】

薬品：

（借方）薬品 28,333,946円／（貸方）

薬品費 28,333,946円

内訳：実地棚卸による差異△2,599,618

円、残高試算表との誤差 30,933,564円

診療材料：

（借方）診療材料 10,800,144円／（貸

方）診療材料費 10,800,144円

内訳：実地棚卸による差異 613,321

円、残高試算表との誤差 10,186,823円

【令和３年度決算整理処理】

薬品：

（借方）薬品 3,727,184円／（貸方）

薬品費 3,727,184円

診療材料：

（借方）診療材料費 411,895円／（貸

方）診療材料 411,895円 〔措置済〕

監査指摘 【固定資産の現物確認のあり方につい 固定資産の明細情報については、固定 病院事業

て（その１）】 資産台帳と固定資産リストＥｘｃｅｌフ 局中部病

固定資産の現物確認に基づく固定資 ァイル両者のデータからリストを作成 院

産台帳の整備が、「沖縄県病院事業局 し、実地照合による確認を令和３年度末

固定資産管理規程」の第13条（実地照 及び４年度末に実施した。

合による修正）、第17条（固定資産の 実地照合は、各セクション長及び設備

保管転換）に準拠して実施されていな ・調達課職員の２名体制で実施し、現物

い。（指摘） 確認ができない固定資産については、移

この結果、現物確認の実効性、ならび 動させた設置場所や廃棄等の状況確認を

に決算書上の固定資産残高及び減価償 行い、設備・調達課にて固定資産台帳登

却費の正確性に疑義が生ずる状況であ 録変更等の事務手続を行っている。

る。 なお、実地照合は毎年実施することと



（中部病院） している。〔措置済〕

固定資産の明細情報である補助簿が２

つ（固定資産台帳、固定資産リスト これまでは隔年で現物確認を行ってい 病院事業

（Ｅｘｃｅｌ））存在しているにもか たが、令和３年度より毎年実施してい 局南部医

かわらず、両者の整合性確認が実施さ る。 療 セ ン

れていないため、どちらの情報が正し 各セクションにおける現物調査実施 ター・こ

いのか不明である。 後、その結果を担当課へセクション別固 ども医療

定資産一覧表で提出させている。「現物 センター

有り」にチェックのない固定資産につい

ては、移動させた設置場所や廃棄等の情

報を記載してもらい、担当課にて固定資

産台帳登録変更等の必要な事務手続を

行っている。

なお、令和３年度は７月に実施した。

令和４年度についても７月に調査を開始

した。〔措置済〕

監査指摘 【特命随意契約の合理性について（個 １．外部倉庫賃借契約 病院事業

別契約）】 沖縄県随意契約ガイドラインに準拠 局八重山

1. 特命随意契約の締結手続きが「沖 し、今後同様の賃借契約を締結する際に 病院

縄県随意契約ガイドライン」に準拠し は、仕様書によって病院が要求する内

ていない。仕様書は、委託する業務に 容、範囲及び水準を明確にし、その仕様

ついて、病院が要求する内容、範囲及 書に基づき、特命随意契約の適否を判断

び水準を提示するものである。仕様書 した上で適切に契約を行う。

が無ければ、委託する業務の詳細な内 令和４年度契約にあたり、当院が要望

容等が明確にならないため、本件が する仕様書を作成し、不動産会社に条件

「契約を履行できる者が特定されるな を満たす物件があるか問合せたが、条件

ど、真にやむを得ない特別な事情があ を満たす物件は当該物件のみであった。

る場合」に該当するのか疑義が生ず また、新規契約となると敷金・礼金のほ

る。（指摘） か、物品の移動に係る費用が発生するた

2. 仕様書が無いため、当該委託業務 め、現在契約中の物件を更新することに

の結果が、委託料に見合う水準である より、経費の削減を実現できる。

かどうかの検証も困難である。（指 ２．病院情報システム保守等業務委託契

摘） 約

3. 以下の点で、特命随意契約とする 沖縄県随意契約ガイドラインに準拠

理由が不十分と考えられる。（指摘） し、今後同様の委託契約を締結する際に

（八重山病院） は、病院が要求する仕様書に基づき、入

・病院情報システム保守等業務委託契 札や公募型プロポーザルによって適切に

約 契約先の決定を行う。

システムエンジニアが４名常駐すると 令和４年度は文書管理システム及び麻

いう病院側の定める仕様に対応できる 酔記録システムを導入した。システム導

会社が１社しか見つからなかったとい 入後は、仕様書どおりのシステムとなっ

う理由で特命随意契約としていたが、 ているか確認・検証が必要となるため、

当該業務が初めて委託された平成26年 現システムを熟知し、仕様書作成から携

当初においても入札が実施されておら わっている業者と随意契約している。

ず、仕様に対応できる会社が本当に１ 令和５年度には公募型プロポーザルに

社のみであるかどうかが不明瞭であ よって契約先を決定した。

り、判断根拠が不十分である。 ３．金属類加工運搬業務委託契約

・金属類加工運搬業務委託契約 当該契約は令和元年度で契約終了と

「金属のプレス加工と運搬の両方を一 なっているが、沖縄県随意契約ガイドラ



気通貫で行うことができる会社が１社 インに準拠し、今後同様の委託契約を締

しか見つからなかった」という理由で 結する際には、病院が要求する仕様書に

特命随意契約としていたが、委託業者 基づき、入札や公募型プロポーザルに

選定時に何社程度の金属加工会社に打 よって適切に契約先の決定を行う。〔措

診した上での結論だったのかが不明瞭 置済〕

であった。また、プレス加工と運搬を

一気通貫で１つの会社が実施した場合

と、それぞれの業務を別の会社で実施

した場合の委託料の比較・検討資料等

は作成されておらず、判断根拠が不十

分である。

監査意見 【医薬品及び診療材料の発注につい 【診療材料】 病院事業

て】 単独発注に関するマニュアルを策定し 局南部医

調達担当部署の単独発注に係る明確 運用しており、単独発注できる要件を設 療 セ ン

なルールがない場合、以下のリスクが 定し、所属長・管理者の承認を得た上で ター・こ

考えられる。 の発注となっている。これにより、より ども医療

(1) 長期滞留在庫を抱えるリスク 慎重な判断を要し、過剰発注や回転率の センター

(2) 予算統制を逸脱した発注による債 低い物品の単独発注を抑制している。

務負担の増加により、資金繰りに影響

を及ぼすリスク 【薬品】

単独発注に対する内部牽制を効かせ 下記の２通りの方法にて発注を行って

るため、既存の仕組みである発注と検 いる。

収の担当者を区別することに加えて、 ①複数の薬局関係者決定による定数設定

実地棚卸時における棚卸差異（帳簿上 に基づき発注。

の理論数量と実際の棚卸数量の差）の ②使用患者数増や薬品の出荷調整が見込

原因調査を徹底されたい。 まれ代替品確保が必要な場合、使用薬品

の過去購入数・使用数を考慮した数量に

て発注。

新規採用薬による治療頻度、感染症に

関する医薬品の流通開始など、院内の新

たな運用や行政機関の通知に留意しなが

ら、薬剤師指示の下で発注しており、調

達担当部署職員が単独に発注することは

ない。

予算については予算金額に対する購入

・使用金額を毎月確認しており、予算超

過とならないよう調整している。

【診療材料・薬品共通】

在庫管理システムを用いて購入数と使

用数のデータを分析し、適正在庫をその

都度見直し、長期滞留在庫を抱えないよ

うにしている。

また、実地在庫とデータ上の在庫で

差異が発生した場合は、払出・消費・入

荷データを抽出し、在庫数の不一致が生

じた日付を割り出した上で、担当部署の

他各セクション長とも情報を共有し、医

師・看護師・コメディカル職員等に聴取



して原因調査している。〔措置済〕

－令和３年度包括外部監査報告に係る分－

指摘区分 監査結果又は監査意見の内容 監査結果又は監査意見に係る措置 担当部課

監査指摘 【指定管理者の選定】 指定管理者制度の運用体制を強化する 総務部行

「指定管理者制度運用委員会」につ ための関係条例の整備に関する条例（令 政管理課

いては、「公の施設の指定管理者制度 和５年４月施行）を根拠として、指定管

に関する運用方針」ではなく、条例に 理者制度運用委員会を附属機関として設

よって附属機関として設置し、その内 置し、その内容についても明確化した。

容についても条例によって明確化すべ 〔措置済〕

きである。

監査指摘 【指定管理者の選定】 指定管理者制度運用委員会の附属機関 総務部行

「指定管理者制度運用委員会」の委 化に伴い、運用委員会委員は沖縄県特別 政管理課

員に対する謝礼金について、条例に 職に属する非常勤職員の報酬及び費用弁

よって規定すべきである。 償に関する条例の別表「その他の特別職

の職員」に該当するものとし、沖縄県特

別職に属する非常勤職員の報酬及び費用

弁償に関する規則の一部を改正する規則

（令和５年４月施行）において委員報酬

日額9,300円を規定した。〔措置済〕

監査指摘 【指定管理者の選定】 会議の公開について、指定管理者制度 総務部行

指定管理者制度運用委員会の会議の の運用体制を強化するための関係条例の 政管理課

公開、会議結果の公表については、努 整備に関する条例の施行に伴う関係規則

力義務ではなく、公開原則を義務付 の整備に関する規則（令和５年４月施

け、その旨明記すべきである。 行）において、指定管理者制度運用委員

会の行う指定管理者の選定に係る調査審

議の手続は公開しないと規定し、それ以

外については原則公開とした。また、会

議結果の公表については、附属機関等の

会議の公開に関する指針に基づき原則公

開とした。〔措置済〕

監査指摘 【指定管理者の選定】 指定管理者の選定手続について、募集 総務部行

合理的な理由に基づき、公募から非 は公募が原則であるが、合理的な理由に 政管理課

公募へと変更する場合には、なぜ公募 基づき公募から非公募へと変更する場合

から非公募に変更したかについて、事 には、その理由を選定要項等に記載する

情変更等の理由を指定管理者選定要項 旨を「公の施設の指定管理者制度に関す

等に記載すべきである。 る運用方針」に記載した。（令和５年５

月改正）〔措置済〕

監査指摘 【指定管理者の選定】 指定管理者の選定手続について、募集 総務部行

資格要件が施設ごとに異なるものと 要項に記載する欠格条項を統一し「公の 政管理課

なるのは適切ではなく、資格要件（欠 施設の指定管理者制度に関する運用方

格事由）については、条例や要綱等に 針」に記載した。（令和５年５月改正）



おいて統一的に定められるべきであ 〔措置済〕

る。

監査指摘 【指定管理者の選定】 指定管理者と締結する基本協定書の協 総務部行

実際に締結する基本協定書の協定事 定事項について、実際の協定書の形に合 政管理課

項と「公の施設の指定管理者制度に関 わせて「公の施設の指定管理者制度に関

する運用方針」に記載されている協定 する運用方針」の記載を改めた。（令和

事項の内容と齟齬があるため、「公の ５年５月改正）なお、「⑨ 損害賠償責

施設の指定管理者制度に関する運用方 任保険等の加入に関する事項」の記載に

針」における協定事項に関する記載を ついては、例示ではなく「管理物件の損

改めるべきである。特に「⑨ 損害賠 傷等に係る損害賠償責任」及び「第三者

償責任保険等の加入に関する事項」の への損害賠償責任」双方の加入を求める

記載については、「管理物件の損傷等 ものである。〔措置済〕

に係る損害賠償責任」及び「第三者へ

の損害賠償責任」双方の加入を求める

ものとも解釈できるため、かかる記載

が例示に過ぎない場合には、その旨明

記すべきである。

監査指摘 【美ら島財団による指定管理の状況】 関係会社への再委託については、包括 総務部財

不適切・不相当な関係会社間の再委 外部監査からの指摘を踏まえ、各都道府 政課

託契約を禁止するため、委託先が関係 県の状況や官公庁の要領等を確認し対応

会社となっている場合の禁止規程や関 を検討した結果、契約手続の競争性、公

係会社間の再委託契約において注意す 平性、信頼性確保の観点から、令和５年

べき審査の視点等について、要綱等に ７月11日付けで再委託の適正化に係る通

より定めるべきである。 知を改正し、各部局に通知した。

改正内容については、関係会社との取

引であることのみを選定理由とした再委

託は原則禁止することとし、相見積りに

よらない場合又は最低価格を提示した者

を選定しない等の場合には選定理由を明

らかにした選定理由書を提出させ、合理

性を確認するものとしている。〔措置

済〕

監査意見 【沖縄県国営沖縄記念公園内施設（海 関係会社への再委託については、包括 総務部財

洋博覧会地区内施設）】 外部監査からの指摘を踏まえ、各都道府 政課

関係会社への再委託は不当な資金の 県の状況や官公庁の要領等を確認し対応

流れを誘発し、不正の温床となりうる を検討した結果、契約手続の競争性、公

ことから、「再委託の適正化に係る通 平性、信頼性確保の観点から、令和５年

知」において、「関係会社への再委託 ７月11日付けで再委託の適正化に係る通

は原則禁止とする」旨の通知の見直し 知を改正し、各部局に通知した。

を検討されたい。（Ｎｏ16再掲） 改正内容については、関係会社との

取引であることのみを選定理由とした再

委託は原則禁止することとし、相見積り

によらない場合又は最低価格を提示した

者を選定しない等の場合には選定理由を

明らかにした選定理由書を提出させ、合

理性を確認するものとしている。〔措置

済〕



監査意見 【沖縄県国営沖縄記念公園内施設（首 関係会社への再委託については、包括 総務部財

里城地区内施設）】 外部監査からの指摘を踏まえ、各都道府 政課

関係会社への再委託は不当な資金の 県の状況や官公庁の要領等を確認し対応

流れを誘発し、不正の温床となりうる を検討した結果、契約手続の競争性、公

ことから、「再委託の適正化に係る通 平性、信頼性確保の観点から、令和５年

知」において、「関係会社への再委託 ７月11日付けで再委託の適正化に係る通

は原則禁止とする」旨の通知の見直し 知を改正し、各部局に通知した。

を検討されたい。（No16再掲） 改正内容については、関係会社との

取引であることのみを選定理由とした再

委託は原則禁止することとし、相見積り

によらない場合又は最低価格を提示した

者を選定しない等の場合には選定理由を

明らかにした選定理由書を提出させ、合

理性を確認するものとしている。〔措置

済〕

監査意見 【県営首里城公園】 関係会社への再委託については、包括 総務部財

関係会社への再委託は不当な資金の 外部監査からの指摘を踏まえ、各都道府 政課

流れを誘発し、不正の温床となりうる 県の状況や官公庁の要領等を確認し対応

ことから、「再委託の適正化に係る通 を検討した結果、契約手続の競争性、公

知」において、「関係会社への再委託 平性、信頼性確保の観点から、令和５年

は原則禁止とする」旨の通知の見直し ７月11日付けで再委託の適正化に係る通

を検討されたい。（No16再掲） 知を改正し、各部局に通知した。

改正内容については、関係会社との

取引であることのみを選定理由とした再

委託は原則禁止することとし、相見積り

によらない場合又は最低価格を提示した

者を選定しない等の場合には選定理由を

明らかにした選定理由書を提出させ、合

理性を確認するものとしている。〔措置

済〕

監査指摘 【県営首里城公園】 令和４年度分のモニタリングシート作 土木建築

モニタリングシートにおける事業計 成においては、事業計画書を元に作成 部都市公

画の項目と事業計画書の項目につい し、整合性を図っている。〔措置済〕 園課

て、整合性を図るべきである。

監査意見 【沖縄県立博物館・美術館】 令和５年度の再委託事業に関しては、 文化観光

再委託先16社のうち７社との契約が 監査時に意見のあった事業３件全てにお スポーツ

随意契約となっているところ、①随意 いて見積競争を前提に進めた。 部文化振

契約自体に法令違反は認められないも その結果、２件については見積競争によ 興課

のの、令和元年度の収支状況が2926万 り契約先を選定し、１件については複数

76円の赤字、令和２年度1551万3006円 の会社へ見積提出を依頼したが、業務の

の赤字となっていること、②随意契約 特殊性から取り扱えないと断られたた

となっている事業には、随意契約が不 め、結果として１者を契約先として選定

可欠であるとはいえない事業も含まれ した。〔措置済〕

ていることから、合理化のために、再

委託事業を見直し、公募による再委託

も検討されたい。



－令和４年度包括外部監査報告に係る分－

指摘区分 監査結果又は監査意見の内容 監査結果又は監査意見に係る措置 担当部課

監査指摘 【総論】 令和３年度以前の包括外部監査の結果 監査委員

過去の包括外部監査報告に対する措 に基づき、又は監査結果を参考として講 事務局監

置を適切に実施し、措置状況につい じた措置について、令和５年１月18日付 査課

て、速やかに公表すべきである。 け知事からの通知については令和５年４

月18日付け沖縄県公報第5115号により、

また、令和５年３月23日付け教育委員会

教育長からの通知については令和５年６

月20日付け沖縄県公報第5131号により公

表したところである。

包括外部監査結果の公表について、監

査委員は、知事等から講じた措置に関す

る通知を受けて以降、概ね３か月程度の

期間で公表しており、今後もできるだけ

速やかに公表するよう努めていきたい。

〔措置済〕

監査意見 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 一般法人は負債が200億円以上の場合 文化観光

ンビューロー】 には、会計監査人の設置が義務付けられ スポーツ

法人の規模、監事の関与状況に照ら ており、当財団は当該強制設置の義務は 部観光政

すと会計監査が十分とはいいがたく、 なく、任意になることから、会計監査人 策課

会計監査人の設置を検討されたい。 は設置をせず、今後の対応として四半期

ごとに監事へ執行状況等の報告を行うこ

ととする。〔措置済（相違分）〕

監査意見 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 会計規程第４条及び７条に関し、指摘 文化観光

ンビューロー】 の通り出納員を別の担当者を充てること スポーツ

「一般財団法人沖縄観光コンベンシ とし、規程改正を行った。 部観光政

ョンビューロー会計規程」について、 会計規程第５章と第６章に関し、顧問 策課

以下の問題点等が散見され、見直しを 税理士に確認したところ、特段問題はな

検討されたい。 いと判断し、現状規程のままとする。

・第４条：出納役と出納員に総務部長 会計規程第44条に関し、令和４年度決

を充てるとあるが、出納員は別の担当 算より表示方法を修正した。〔措置済〕

者を充てられたい。

・第７条：現在、入金伝票、出金伝

票、振替伝票は使用していないが、依

然として伝票会計を前提とした記述と

なっており、見直されたい。

・第５章と第６章：棚卸資産、固定資

産、消耗品等の記載が混在しているた

め、整理されたい。

・第44条：固定資産の減価償却につい

て、間接償却法とあるが決算書は直接

償却法となっており、見直されたい。

監査意見 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 令和５年１月10日の現地調査後に管理 文化観光



ンビューロー】 簿の一部を修正した。修正以降は、週に スポーツ

切手についても枚数管理し、定期的 一度、在庫管理を行っている。〔措置 部観光政

に受払簿と現物の照合をされたい。 済〕 策課

監査意見 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 令和４年度決算時から照合した内容が 文化観光

ンビューロー】 分かるよう確認表を残している。〔措置 スポーツ

固定資産について、後日の検証に備 済〕 部観光政

え、固定資産台帳と現物との照合を実 策課

施した証跡を残されたい。

監査意見 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 令和４年度決算より賞与引当金を計上 文化観光

ンビューロー】 した。〔措置済〕 スポーツ

各種引当金について、12月から３月 部観光政

までの４か月分については、期間損益 策課

計算適正化の観点から決算時に賞与引

当金の計上を検討されたい。

監査意見 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 令和５年度より、ＯＣＶＢへの特命随 文化観光

ンビューロー】 契事業予算にプロパー人件費を計上して スポーツ

予定価格積算に際し、プロパー社員 おり、予定価格積算においても計上を 部観光政

従事分を直接人件費に計上することを 行っている。〔措置済〕 策課

検討されたい。

監査意見 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 再々委託制限条項については、意見の 文化観光

ンビューロー】 通り書きぶりを変更し、令和５年９月１ スポーツ

県からの「再委託の条件」を再委託 日以降の契約から適用している。〔措置 部観光政

先に遵守させることを明確にするた 済〕 策課

め、ＯＣＶＢと各再委託先との間で作

成される再委託契約書における再々委

託制限条項については、以下のような

規定を検討されたい。

第●条（再委託）

1 乙（ＯＣＶＢからの再委託先）

は、委託業務の全部を第三者に再委託

してはならない。また、委託業務の一

部を第三者に再委託する場合には、事

前に書面による甲（ＯＣＶＢ）の承認

を受けなければならない。ただし、次

の各号に該当する者に対する再委託を

禁止する。

⑴ 暴力団員又は暴力団と密接な関係

を有する者

⑵ 県の指名停止措置を受けている者

⑶ 地方自治法施行令第167条の4第1

項各号に掲げる者

⑷ 法人その他の団体であって、その

役員が次のいずれかに該当するもの

ア 破産者で復権を得ない者

イ 禁固以上の刑に処せられ、その執

行を終わるまで又はその執行を受ける



ことがなくなるまでの者 （後略）

監査指摘 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 指摘のあった「再委託申請書」は、本 文化観光

ンビューロー】 来、再委託先業者選定後に県へ提出する スポーツ

再委託申請書における「再委託先の 書類であり、企画公募や一般競争入札前 部観光政

適格性」のチェック項目について、機 に提出される様式ではないため、部内で 策課

械的にチェックするのではなく、再委 新たに「再委託業務確認申請書」を作成

託先が未定のときには適格性の判断は し、今後、再委託先業者選定前の県への

できないのであるから、いずれのチェ 確認は、この様式を使用することとし

ック項目も外すべきである。 た。〔措置済（相違分）〕

監査指摘 【一般財団法人沖縄観光コンベンショ 委託料の支払いは精算によるため、精 文化観光

ンビューロー】 算時に適切な額が計上されていれば、業 スポーツ

各委託事業において、明確な旅費算 務の遂行に支障はないと認識している。 部観光政

定基準に基づき、統一的な見積を算定 契約時に過度な見積りが行われている場 策課

すべきである。 合は、積算根拠や用務を確認するなど、

適切に対応している。〔措置済（相違

分）〕

監査意見 【令和３年度 離島観光活性化促進事 仕様書と整合性のとれた内容とした。 文化観光

業】 〔措置済〕 スポーツ

実施計画書の業務内容については、 部観光振

仕様書の業務内容に基づいて作成され 興課

たい。

監査指摘 【令和３年度 教育旅行推進強化事 契約書第４条１項に統一した手続を 文化観光

業】 行った。〔措置済〕 スポーツ

実施計画書の変更がある場合、契約 部観光振

書２条３項に基づく変更であるのか、 興課

契約書４条１項に基づく変更であるの

か、統一した手続を行うべきである。

監査意見 【令和３年度 教育旅行推進強化事 バス増車支援実施の緊急性およびバス 文化観光

業】 会社や修学旅行を取り扱っている旅行会 スポーツ

「安全・安心な修学旅行実施のため 社とのネットワークをすでに構築してい 部観光振

のバス等増車支援」という追加業務に ること。 興課

ついて、別途発注することなく、ＯＣ また、当事業において修学旅行推進協

ＶＢの随契として本事業に組み入れる 議会および分科会（宿泊機能、商品造成

必要性があったのか検証されたい。 ＰＲ、教育旅行民泊、平和学習、輸送機

能）を実施し、教育旅行の様々な分野の

関係社と課題や情報共有を適宜行ってお

り、緊急性のあるバス等の増車支援に柔

軟に対応できるため、ＯＣＶＢの随意契

約として本事業に組み入れる必要があっ

たと考えている。〔措置済〕

監査意見 【令和３年度 教育旅行推進強化事 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課



「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査意見 【令和３年度 国内需要安定化事業】 仕様書と整合性のとれた内容とした。 文化観光

実施計画書の業務内容については、 〔措置済〕 スポーツ

仕様書の業務内容に基づいて作成し、 部観光振

特に、仕様書に記載された業務内容に 興課

ついて、修正等を行う場合であって

も、大項目については仕様書に記載さ

れた業務内容を反映されたい。

監査指摘 【令和３年度 国内需要安定化事業】 仕様書と整合性のとれた内容とした。 文化観光

仮に、実施計画書の作成段階におい 〔措置済〕 スポーツ

て、仕様書の業務内容が実態にそぐわ 部観光振

ないことが判明したような場合には、 興課

仕様書自体を変更すべきである。

監査意見 【令和３年度 国内需要安定化事業】 仕様書と整合性のとれた内容とした。 文化観光

実施計画書に記載された業務内容と 〔措置済〕 スポーツ

事業費見積書に記載された業務内容 部観光振

は、出来る限り統一して記載された 興課

い。

監査指摘 【令和３年度 国内需要安定化事業】 契約書第４条１項に統一した手続を 文化観光

実施計画書の変更がある場合、契約 行った。〔措置済〕 スポーツ

書2条3項に基づく変更であるのか、契 部観光振

約書4条1項に基づく変更であるのか、 興課

統一した手続を行うべきである。

監査指摘 【令和３年度 フィルムツーリズム推 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

進事業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 フィルムツーリズム推 請書の作成を省略する場合であって 文化観光

進事業】 も、再委託条件について受注者に誓約書 スポーツ

請書の作成を省略する場合であって を提出いただき、令和５年９月１日以降 部観光振

も、「再委託先に対し一括再々委託の の契約から適用している。〔措置済〕 興課

禁止の義務付け」、「再委託先に対

し、暴力団関係者や指名停止業者への

再々委託の禁止の義務付け」、「再委

託先に対し、守秘義務を負わせるこ



と」との再委託条件について、書面に

よって約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光人材育成・確保促 県では、契約書の規定に基づき、実施 文化観光

進事業】 計画書を受理した。なお、ＯＣＶＢにお スポーツ

ＯＣＶＢ等コンソーシアムに対し、 いても、提出した写しを保管していた。 部観光振

契約書第２条に基づく文書として、実 〔措置済〕 興課

施計画書を提出させるべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光人材育成・確保促 仕様書と実施計画書の内容に齟齬が無 文化観光

進事業】 いよう、県及びＯＣＶＢの双方で確認を スポーツ

実施計画書の事業内容は、仕様書が 行った。〔措置済〕 部観光振

定める基準を満たすものとすべきであ 興課

り、仮に、仕様書の基準に不都合があ

るような場合には、仕様書自体を修正

・変更すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光人材育成・確保促 県では、契約書の規定に基づき、承認 文化観光

進事業】 手続を行っており、ＯＣＶＢも承認書を スポーツ

契約書第５条１項の規定に基づき、 保管していた。〔措置済（相違分）〕 部観光振

実施計画書の変更に対して、承認を行 興課

うべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光人材育成・確保促 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

進事業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光人材育成・確保促 請書の作成を省略する場合であって 文化観光

進事業】 も、再委託条件について受注者に誓約書 スポーツ

請書の作成を省略する場合であって を提出いただき、令和５年９月１日以降 部観光振

も、「再委託先に対し一括再々委託の の契約から適用している。〔措置済〕 興課

禁止の義務付け」、「再委託先に対

し、暴力団関係者や指名停止業者への

再々委託の禁止の義務付け」、「再委

託先に対し、守秘義務を負わせるこ

と」との再委託条件について、書面に

よって約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光人材育成・確保促 県で保管している申請書は、コンソー 文化観光

進事業】 シアム名義となっていた。引き続き、同 スポーツ

業務委託契約が県とコンソーシアム 様の手続となるよう指導を行った。〔措 部観光振

との間で締結されている場合には、再 置済〕 興課

委託承認申請書はコンソーシアム名義

にて提出させるべきである。



監査指摘 【令和３年度 観光人材育成・確保促 ＯＣＶＢが誤った申請書を破棄せずに 文化観光

進事業】 保管していたものである。これに対し スポーツ

県の再委託承認後に、再委託承認期 て、ＯＣＶＢに文書指導を行った。ま 部観光振

間の変更が生じる場合には、予め変更 た、再委託の承認を行った業務の実施状 興課

申請を行うべきであり、県の再委託承 況や進捗を確認することにより、再委託

認前に、既に提出した再委託承認申請 の承認の範囲内で業務が実施されている

書の内容に変更が生じる場合には、提 か適宜チェックを行った。〔措置済〕

出済みの再委託承認申請書について、

修正・撤回する旨の文書を提出させる

べきである。

監査意見 【令和３年度 観光人材育成・確保促 ＷＥＢサイトの保守管理費等、４月１ 文化観光

進事業】 日から発生する必要経費もあることか スポーツ

契約締結日、契約の相手方からの書 ら、同日付で適正に審査を行い、契約手 部観光振

類の提出日、県の承認日がいずれも同 続を行った。〔措置済（相違分）〕 興課

一日付けというのは、不自然であり、

県は提出書類について適正に審査する

よう徹底されたい。

監査指摘 【令和３年度 観光危機管理体制構築 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

支援事業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光危機管理体制構築 現状の契約書に代表者の権限について 文化観光

支援事業】 条項を追加し、代表企業と構成員全員の スポーツ

再委託先がコンソーシアムやジョイ 署名記載欄と捺印枠を設けた。改正後の 部観光振

ントベンチャーの場合には、代表企業 契約書については、令和５年９月１日以 興課

のみではなく、構成員全員との間で書 降の契約から適用している。〔措置済〕

面にて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 沖縄観光国際化ビッグ ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

バン事業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 沖縄観光国際化ビッグ 平成25年７月１日通知、平成26年４月 文化観光

バン事業】 １日から適用の会計規程の運用に基づき スポーツ

沖縄県財務規則に従い、100万円を 旅行手配に係る業務委託については契約 部観光振



超える再委託契約を締結する場合に 書を省略し、請書を交わした。今後は、 興課

は、原則として契約書を作成すべきで 起案時に必ず内規を添付するよう周知徹

あり、例外的に契約書の作成を省略す 底を図った。また、省略することができ

る場合には、省略することができる基 る旨を仕様書に記載し、令和５年９月１

準を設け、仕様書等に盛り込むべきで 日以降の契約から適用している。〔措置

ある。 済〕

監査指摘 【令和３年度 沖縄観光受入対策事 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 沖縄観光誘致対策事 契約書文言に基づき「実施計画書」と 文化観光

業】 して提出させた。〔措置済〕 スポーツ

契約書第２条に基づく文書である 部観光振

「実施計画書」として提出させるべき 興課

である。

監査指摘 【令和３年度 沖縄観光誘致対策事 現状の契約書に代表者の権限について 文化観光

業】 条項を追加し、代表企業と構成員全員の スポーツ

再委託先が共同企業体やコンソーシ 署名記載欄と捺印枠を設けた。改正後の 部観光振

アムの場合には、代表企業のみではな 契約書については、令和５年９月１日以 興課

く、構成員全員との間で書面にて約定 降の契約から適用している。〔措置済〕

すべきである。

監査指摘 【令和３年度 沖縄観光誘致対策事 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光２次交通機能強化 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

事業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。



監査指摘 【令和３年度 観光２次交通機能強化 再委託の申請がなされた時点で、契約 文化観光

事業】 日を事前に確認した上で承認を行うな スポーツ

再委託を行おうとする場合には、契 ど、指導を徹底した。〔措置済〕 部観光振

約書の定めに従い、必ず10日前までに 興課

再委託承認申請書を提出するよう指導

すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光２次交通機能強化 沖縄県からＯＣＶＢに対する指導を徹 文化観光

事業】 底した。〔措置済〕 スポーツ

再委託するに当たっては、再委託承 部観光振

認の内容を遵守させるべきであり、再 興課

委託承認書の内容と異なる内容にて再

委託を行おうとする場合には、予め変

更申請を行い、県の承認を受けるべき

である。

監査指摘 【令和３年度 クルーズ船プロモーシ 再委託の承認を行った業務の実施状況 文化観光

ョン事業】 や進捗を確認することにより、再委託の スポーツ

再委託承認を受けた内容に変更が生 承認の範囲内で業務が実施されているか 部観光振

じるときには、予め変更申請を行うべ 適宜チェックを行った。〔措置済〕 興課

きである。

監査指摘 【令和３年度 クルーズ船プロモーシ 平成25年７月１日通知、平成26年４月 文化観光

ョン事業】 １日から適用の会計規程の運用に基づき スポーツ

沖縄県財務規則に従い、100万円を 旅行手配に係る業務委託については契約 部観光振

超える再委託契約を締結する場合に 書を省略し、請書を交わした。今後は、 興課

は、原則として契約書を作成すべきで 起案時に必ず内規を添付するよう周知徹

あり、例外的に契約書の作成を省略す 底を図った。また、省略することができ

る場合には、省略することができる基 る旨を仕様書に記載し、令和５年９月１

準を設け、仕様書等に盛り込むべきで 日以降の契約から適用している。〔措置

ある。 済〕

監査指摘 【令和３年度 クルーズ船プロモーシ 契約書の作成を省略し、請書に代えた 文化観光

ョン事業】 場合であっても、再委託条件について受 スポーツ

例外的に契約書の作成を省略し、請 注者に誓約書を提出いただき、令和５年 部観光振

書に代えた場合であっても、再委託先 ９月１日以降の契約から適用している。 興課

に対し、再委託条件を遵守するよう書 〔措置済〕

面にて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 クルーズ船プロモーシ ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

ョン事業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書に、「再委託先に対し一括再々 ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部観光振

委託の禁止の義務付け」、「再委託先 とにより再委託条件について約定し、令 興課

に対し、暴力団関係者や指名停止業者 和５年９月１日以降の契約から適用して

への再々委託の禁止の義務付け」、 いる。〔措置済（相違分）〕

「再委託先に対し、守秘義務を負わせ

ること」との再委託条件について約定

すべきである。

監査指摘 【令和３年度 戦略的ＭＩＣＥ誘致促 現状の契約書に代表者の権限について 文化観光



進事業】 条項を追加し、代表企業と構成員全員の スポーツ

再委託先がコンソーシアムやジョイ 署名記載欄と捺印枠を設けた。改正後の 部ＭＩＣ

ントベンチャーの場合には、代表企業 契約書については、令和５年９月１日以 Ｅ推進課

のみではなく、構成員全員との間で書 降の契約から適用している。〔措置済〕

面にて約定すべきである。

監査指摘 【令和３年度 観光誘致対策事業（Ｍ 県内開催ＭＩＣＥへの支援について 文化観光

ＩＣＥ推進課）】 は、国費を財源とする「戦略的ＭＩＣＥ スポーツ

重複・関連した業務内容について、 誘致促進事業」に加え、国庫事業の対象 部ＭＩＣ

あえて複数の事業として分離発注する 外となる時期については県費で対応する Ｅ推進課

必要があるかどうか、十分に検討され 等、両事業で棲み分け・補完しながら対

たい。 応している。〔措置済〕

監査指摘 【令和３年度 スポーツツーリズム戦 ご指摘のとおり、実施計画書は契約締 文化観光

略推進事業】 結後10日以内に提出する必要がある。資 スポーツ

契約書２条１項の規定通り、契約締 料名の表記について、今後は誤認を招か 部スポー

結後10日以内に実施計画書として提出 ないよう対応を改めた。（契約書第２条 ツ振興課

させるべきである。 に規定）〔措置済〕

監査指摘 【令和３年度 スポーツツーリズム戦 ご指摘のとおり、実施計画書は契約締 文化観光

略推進事業】 結後10日以内に提出する必要があり、改 スポーツ

実施計画書の内容が変更となる場合 定契約においても、同様である。資料名 部スポー

には、ＯＣＶＢから実施計画書の変更 の表記について、今後は誤認を招かない ツ振興課

内容を記載した書面を提出するよう求 よう対応を改めた。また、当該変更は県

め、これに対し、承認の手続を履行す が変更した仕様書に基づく内容であるた

べきである。 め、契約書第３条ではなく第２条に基づ

く実施計画書の提出であると認識してい

る。〔措置済〕

監査指摘 【令和３年度 スポーツツーリズム戦 ご指摘については、事業者（ＯＣＶ 文化観光

略推進事業】 Ｂ）と再委託先の契約において、委託業 スポーツ

再委託承認を受けた内容に変更が生 務と請負業務が一体となっていたことに 部スポー

じる場合には、予め変更申請を行うよ より、県の承認を超えた再委託を行って ツ振興課

う指導すべきである。 いると誤認を招いてしまったもの。今後

は誤認を招かない方法を検討し、対応を

改めた。〔措置済（相違分）〕

監査指摘 【令和３年度 スポーツツーリズム戦 ＯＣＶＢ契約事務は沖縄県財務規則に 文化観光

略推進事業】 準拠しているため、請書の様式は変更せ スポーツ

請書においても、「再委託先に対し ず、別紙として「誓約書」を添付するこ 部スポー

一括再々委託の禁止の義務付け」、 とにより再委託条件について約定し、令 ツ振興課

「再委託先に対し、暴力団関係者や指 和５年９月１日以降の契約から適用して

名停止業者への再々委託の禁止の義務 いる。〔措置済（相違分）〕

付け」、「再委託先に対し、守秘義務

を負わせること」との再委託条件につ

いて約定すべきである。

監査指摘 【３ 沖縄県環境整備株式会社】 最終処分場の被覆施設の移設等の重要 環境部環

県は、外郭団体に対し、指導・監督 事項について、県は定期的に環境整備セ 境整備課

すべき立場にあり、最終処分場の被覆 ンターに対し検討内容の報告を求めた上



施設の移設等の重要事項について、定 で、十分な協議を行っていくこととし

期的に報告を求めた上で、十分な協議 た。

を実施すべきである。 なお、今回（令和５年度）の被覆施設

移設工事について、県と工法等の協議を

行った上で、環境整備センターにおいて

令和５年６月に施工業者と工事契約を締

結したところである。次回以降の移設に

向けては環境整備センターにおいて、工

法や工期短縮等について適切なスケジ

ュールで検討を行っていくこととした。

〔措置済〕

監査指摘 【３ 沖縄県環境整備株式会社】 令和５年度の株主総会においては、県 環境部環

環境整備センターの筆頭株主とし 知事の代理で環境部長が出席し、意見を 境整備課

て、移設方針等の重要事項について、 述べる機会があったが、事前に必要な事

株主総会で意見を述べるなど、適正に 項について県と環境整備センターで協議

チェックすべきである。 （調整）を行っていたため、特段意見は

述べなかった。

株主総会以外では、県と環境整備セン

ターで必要な事項について、環境整備セ

ンターの代表取締役説明や取締役会及び

株主総会の前後の協議（調整）をとおし

て、チェックしている。〔措置済〕

監査意見 【３ 沖縄県環境整備株式会社】 県としては、環境整備センターについ 環境部環

副知事が今後も引き続いて、環境整 て、被覆施設移設工事費が当初想定より 境整備課

備センターの代表取締役に就任する必 も高騰したことなどで経営状況が厳しい

要性があるのか、仮に、取締役に就任 ことから、副知事を代表取締役として選

すべき必要性がある場合であっても、 任した当初の理由である「処分場の安定

非常勤取締役の就任では目的を達成で した施設運営及び経営体制の構築」がな

きないのか否かについても、検討され されているとは言い難いこと、また、地

たい。 元住民との良好な信頼関係を引き続き維

持する必要があることから、副知事が引

き続き非常勤取締役ではなく代表取締役

に就任する必要があると考えている。

代表取締役の選任については環境整備

センターの株主総会及び取締役会で最終

的に決定されるものであることから、県

としては上記の考えを基に環境整備セン

ターや関係者と調整していきたいと考え

ている。〔措置済〕

監査意見 【３ 沖縄県環境整備株式会社】 県としては、少なくとも次回の被覆施 環境部環

引き続き副知事が代表取締役に就任 設移設工事が完了する令和９年度までは 境整備課

する必要性があると認められる場合で 副知事が代表取締役に就任する必要があ

あっても、その就任期間について、具 ると考えている。

体的な任期を定めることを検討された 代表取締役の選任については環境整備

い。 センターの株主総会及び取締役会で最終

的に決定されるものであることから、県

としては上記の考えを基に環境整備セン



ターや関係者と調整していきたいと考え

ている。〔措置済（相違分）〕

監査意見 【４ 那覇空港ビルディング株式会 策定基準については令和４年11月に策 企画部交

社】 定した。 通政策課

県としても、那覇空港ビルディング 事業の状況に著しい変化が生じた場合

に対し、経営計画を策定するにあた 等については、売上高前年比±10％の差

り、従来の事業実績、将来の事業の見 異が発生した場合に修正を行うルールを

通し等策定基準を定めるとともに、計 設定して運用している。（営業利益・経

画を修正するにあたり、事業の状況に 常利益・当期純利益は±30％）〔措置

著しい変化が生じた場合等の修正基準 済〕

を定めるよう求め、同基準を共有され

たい。

監査指摘 【４ 那覇空港ビルディング株式会 令和５年３月に策定した。〔措置済〕 企画部交

社】 通政策課

沖縄県は、那覇空港ビルディングに

対し、長期経営計画を策定するよう求

めるべきである。

監査意見 【４ 那覇空港ビルディング株式会 備品一覧表については社内のデータ 企画部交

社】 ベースにて作成済みである。 通政策課

10万円未満の資産について、備品一 現物照合を行う等のマニュアルについ

覧表を作成のうえ、年に一回の現物照 ては令和４年11月に策定した。〔措置

合を行う等をマニュアル化する等し 済〕

て、県の備品管理と同水準の管理をす

るよう検討されたい。

監査指摘 【４ 那覇空港ビルディング株式会 発生した場合には、ハラスメント対応 企画部交

社】 担当社員に対してハラスメント対応セミ 通政策課

職場におけるハラスメント事案が生 ナー等を受講させる等、対応スキルの向

じた場合には、「職場におけるハラス 上に努めることとしている。なお、令和

メントの防止に関する規程」第６条に ５年５月15日にハラスメント防止研修を

沿った具体的対応を行うよう検討すべ 行った。〔措置済〕

きである。

監査意見 【４ 那覇空港ビルディング株式会 現在、ハラスメント担当部署である経 企画部交

社】 営管理部総務課に男女１名ずつハラスメ 通政策課

那覇空港ビルディングにおいては、 ント対応担当社員を選任しており、社内

ハラスメントの相談窓口の周知方法を 共有ポータルにて定期的に役員・社員へ

検討されたい。 の周知をしている。〔措置済〕

監査指摘 【５ 石垣空港ターミナル株式会社】 中期経営計画を策定するよう、県から 土木建築

沖縄県は、石垣空港ターミナル株式 令和５年６月27日付けで申し入れを行っ 部空港課

会社に対し、中期経営計画を策定する た。

ように申入れを行うべきである。 これに対し会社からは、旅客施設の拡

張事業の実現が経営課題となっている

中、中長期経営計画は重要な指標になる

と認識しており、拡張事業計画の立案と

並行して経営計画を策定する予定である



旨の回答があった。〔措置済〕

監査指摘 【５ 石垣空港ターミナル株式会社】 県のホームページ上に公表した。〔措 土木建築

沖縄県は、石垣空港ターミナル株式 置済〕 部空港課

会社の策定した長期経営計画を公表す

べきである。

監査意見 【５ 石垣空港ターミナル株式会社】 より厳格な備品管理を検討するよう、 土木建築

10万円未満の資産について、備品一 県から令和５年６月27日付けで申し入れ 部空港課

覧表を作成のうえ、年に一回の現物照 を行った。

合を行う等をマニュアル化する等し これに対し会社からは、備品等の資産

て、県の備品管理と同水準の管理をす については法人税法等が定める会計基準

ることが望ましい。 に則って適切に管理されており、顧問税

理士及び会計監査人からもその妥当性に

ついて確認されているものの、管理強化

については前向きに検討していく旨の回

答があった。〔措置済（相違分）〕

監査指摘 【５ 石垣空港ターミナル株式会社】 石垣空港ターミナル株式会社において 土木建築

「セクシュアルハラスメント防止規 は、セクハラ防止規程については課長及 部空港課

程」、「パワーハラスメント防止規 び統括部長も窓口とされていること、ま

程」適用後も規程違反が常態的に生じ た組織規程では部長不在時にはその職務

た理由について、早急に総括し、規程 を課長が代理することが規定されてお

違反発生防止に取り組むべきである。 り、常態的に規程違反が生じていたとの

指摘は当たらないものと考える。〔措置

済〕

監査指摘 【５ 石垣空港ターミナル株式会社】 石垣空港ターミナル株式会社において 土木建築

セクシュアルハラスメントについ は、課長及び統括部長も相談窓口となっ 部空港課

て、相談窓口を早急に設置すべきであ ており、すでに相談窓口は設置されてい

る。 る。課長及び統括部長が相談窓口である

ことについては、あらためて全社員に対

し周知を行った。〔措置済〕

監査指摘 【５ 石垣空港ターミナル株式会社】 石垣空港ターミナル株式会社において 土木建築

セクシュアルハラスメント、パワー は、指摘を受け、あらためて全社員に対 部空港課

ハラスメントの周知方法を検討すべき し周知・教育を行った。今後も入社時や

である。 コンプライアンス研修などの機会に周知

を図ることとしている。〔措置済〕

監査意見 【５ 石垣空港ターミナル株式会社】 社外取締役としての役割が適切に果た 土木建築

社外取締役の選任が適切だったかを せるような人選を行うよう、県から令和 部空港課

検証した上で、今後の社外取締役選任 ５年６月27日付けで申し入れを行った。

方法を検討されたい。 これに対し会社からは、新型コロナウ

イルス感染症の拡大を契機にリモート併

用開催を取り入れるなどして出席しやす

い仕組みの構築を進めていること、ま

た、事前に議案書等の資料を送付し、意

見を交換するなど、社外取締役からの客

観的意見を経営に反映できるよう努めて



いる旨の回答があった。〔措置済（相違

分）〕

監査指摘 【６ 沖縄都市モノレール株式会社】 ① モノレール社に対する債権を適正に 土木建築

県は、モノレール社に対する債権管 管理するため、関係法令の遵守はもとよ 部都市計

理において、次の点に留意すべきであ り、貸付原資の管理を行う担当部署と緊 画・モノ

る。 密に連携し情報共有を行っている。 レール課

① 債権管理の適正化に関する法令の また、契約書に定めのない事項や疑義

規定の内容や趣旨を改めて踏まえた上 が生じた際は、その対応に係る法的な妥

で、これに適った事務処理を行うべき 当性について随時弁護士の見解を求める

であること こととしている。

② 債権管理に関する事務処理に当た

り、複数の職員によるチェック体制を ② 貸付金の償還請求については、チェ

構築し、これを適正に履行すべきであ ックリストを作成し複数名で内容の確認

ること を行うほか、請求書に貸付残高等の内訳

を追加し、県とモノレール社の双方で内

容が確認できるように改善した。〔措置

済〕

【用語の定義】

監査指摘……………法令に違反し、又は著しく適切を欠くと判断され、これに係る事項について改善を求

めるとされたもの

監査意見……………組織及び運営の合理化に資する観点等から、改善が望まれるとされたもの

措置済………………包括外部監査人から「監査の結果」や「意見」として改善を求められた事項につい

て、県としてどのように取り扱うかの判断（意思決定）を行った状態にあること又は

当該判断に基づき必要な手続をとった状態若しくは必要な事務を処理した状態にある

こと。

措置済（相違分）…措置済のうち、包括外部監査人が改善を求める意図、趣旨又は目的内容を明らかにし

たうえで、その求めに応ずることによる行政上の支障若しくは弊害又は問題点を比較

考慮し、当該事項の取扱いについて行政上の意思決定を行うことを含むものとするこ

と。
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